
【家計急変者用】
低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給付金

（ひとり親世帯以外分）申請要領

下記の書類をそろえて、郵送または窓口（市役所本庁舎１階11番窓口）に提出してください。

□低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給付金（ひとり親世帯
以外分） 申請書（様式第３号）
・３枚とも忘れずに記入してください。
・特に、３枚目の【誓約・同意事項】の７つには、必ずチェックを付けてください。

□ 申請者の本人確認書類の写し（コピー）
・申請者の運転免許証、健康保険証、マイナンバーカード（表面）、年金手帳、介護保険証、パス
ポート等の写し（コピー）のいずれかを提出してください。

□ 受取口座を確認できる書類の写し（コピー）
・申請者（請求者）本人の通帳またはキャッシュカードの写し（コピー）を提出してください。

□ 簡易な収入（所得）額の申立書（様式第４号）
・令和５年１月以降の任意の１か月（可能な限り直近の月）の収入を12倍換算した額が非課税相当収

入（所得）限度額を下回るかどうかで給付対象を判断します。

・申請者と配偶者等の収入状況を記入してください。

・オレンジの用紙は収入見込額の申立書、ブルーの用紙は所得見込額の申立書です。

【記入にあたって】

１．最初に、オレンジの用紙の【要件１】を満たすかを確認してください。

※自己都合のみによる転職で、単に１か月間だけ収入がない場合等は対象になりません。

※本人が無収入である場合は「収入状況申立書」を添付してください。

２．次に、③－１（申請者の年間収入見込額）が③－２（配偶者等の年間収入見込額）より高い

ことを確認してください。

※③－２のほうが高かった場合、配偶者等を申請者として記入しなおしてください。（収入の多

い方が申請者でなければならないため）

３．③－１の年間収入見込み額が【要件２】を満たすかを確認してください。

４．計算した結果【要件２】を満たす場合は申請できます。裏面の【確認事項】のすべてにチェック

をつけて提出してください。【要件２】を満たさない場合は、【確認事項】の「【要件】に該当

します。」にチェックを付けずに、ブルーの用紙を追加して【所得要件】確認します。

５．ブルーの用紙の【要件１】を満たすか確認してください。

６．次に、（５）年間所得見込み額が申請者のほうが高いことを確認してください。

７．申請者の（５）年間所得見込み額が【要件２】を満たすか確認してください。

８．計算した結果【要件２】を満たす場合は申請できます。【確認事項】のすべてにチェックをつけ

て提出してください。【要件２】を満たさない場合は申請できません。

□ 令和５年１月以降の任意の１か月（可能な限り直近の月）の収入が確認できる書類
…本人及び配偶者分

・本人及び配偶者等の給与明細書、帳簿、年金決定通知書等の収入額がわかる書類の写し（コピー）
を添付してください。

（次ページに続きます）



【家計急変者用】
低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給付金

（ひとり親世帯以外分）申請要領

場合により、以下の書類が必要になる場合があります。

□ 申請者の世帯の状況、申請書表Ａの児童との関係性を確認できる書類の写し
（コピー） ※申請者が児童と同居の父母の場合は提出不要

・父母 → 別居する児童を監護している場合は、別居する児童が属する世帯の世帯主の氏名、児童
からみた世帯主の続柄が分かる資料（児童の世帯の住民票など）

・未成年後見人 → 未成年後見人である旨の申立書、対象児童の戸籍抄本等、対象児童の実親の状
況（氏名、存否、住所）が分かる資料（様式事由）

・その他養育者 → 対象児童の実親の状況氏名、存否、住所）が分かる資料（様式事由）
・里親 → 対象児童が委託されていることを明らかにすることができる書類

□ 収入状況申立書
・申請者または配偶者が無収入の場合に必要になります。

□ 事業収入、不動産収入、年金収入に係る経費や控除額のわかる書類
・給与以外の収入があり、経費や控除額がある場合に必要になります。



年 月 日 （ ）

（注１）配偶者等の欄は、２人以上で児童を養育している場合に記入してください。「配偶者等」とは、児童を養育する配偶者、未成年後見人、父母指定者等をいいます。

（注２）配偶者等が複数人いる場合は、上記以外の配偶者等の氏名、同居・別居の別、別居の場合は住所、マイナンバーを別紙で提出してください。

次の（１）および（２）のそれぞれについて該当する項目のチェック欄（□）に『✓』を記入してください。

（１）養育要件 （２）所得要件

日月年令和 ○ ○ ○

〇〇　〇〇
55 10 10 ××××××××××電話

□□県□□市□□町□□－□□

S　・　H

□ ②　特別児童扶養手当対象児童を養育

□
③　中学校修了後（15歳年度末）～
　　 18歳年度末までの児童を養育

３．給付金申請児童等

今回、給付金を申請する児童について、申請時点の状況を表Aに記入してください。
また、既に令和５年度中に本給付金（「ひとり親世帯分」または「ひとり親世帯以外分」）を受給したことがある場合は、表Bにその
対象となった児童の氏名を記入してください。

（※）家計急変とは、１年間の収入見込額（令和○年
○月から令和６年２月までの任意の１か月の収入に
12を乗じて得た額をいう。）又は１年間の所得見込額
（当該収入見込額から１年間の経費等の見込額を
控除して得た額をいう。）が市町村民税均等割が非
課税となる水準に相当する額以下である場合をいい
ます。

２．支給要件

□ ①　児童手当対象児童を養育【公務員以外】 □
① 令和５年度分の市町村民税均等割が
　　非課税

□ ①　　　　　　　〃　　　　　　　　　【公務員】 □ ② ①以外の家計急変（※）

配　偶　者　等　氏　名
同居・別居

の別
別居の場合は住所を記載

配偶者等の個人番号（マイナンバー）
（１２桁）

△△　△△ 同居・別居 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

令和５年１月１日　時点の住所
（現住所と異なる場合）

令和５年３月３１日　時点の住所
（現住所と異なる場合）

申請者の個人番号（マイナンバー）
（１２桁）

△△県△△市△△町△△△ ○○県○○市××町××－× 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（　フ　リ　ガ　ナ　）
性別 生 年 月 日 現　　　住　　　所

氏　　　　　名

〇〇　〇〇
男
・
女

○○県○○市○○町○○－○

低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給付金
（ひとり親世帯以外分）　申請書（請求書）

支給市区町村（※申請時点の居住市区町村）

〇〇〇 市長殿

１．申請・請求者、配偶者等 記入日

３ページ目の【誓約・同意事項】に誓約・同意の上、申請します。

市区町村

受付印

 

 

 

記入例

児童を養育している方のう

ち、主たる生計維持者（基

本的に所得の高い方。児

童手当等を受給している

方は受給者）を申請者とし

てください。

現住所と令和５年１月１日

時点の住所が異なる方は、

１月１日時点の住所を記入

してください。

現住所と令和５年３月３１日

時点の住所が異なる方は、

３月３１日時点の住所を記

入してください。

申請者について（１）に該当

するものに✔を記入してくだ

さい。（複数可）

申請者について（２）に該当

するものに✔を記入してくだ

さい。（どちらかに✔）

記入要領の例

「配偶者等」がいる方は、配

偶者等の氏名、同居・別居

の別、別居の場合は住所を

記入してください。

「配偶者等」とは、児童を養

育する配偶者、未成年後見

人、父母指定者等をいいま

す。

【家計急変者用】
申請書 記載要領

□

□✔



【家計急変者用】
申請書 記載要領

今回給付金を申請する児童

について、申請時点の状況

を記入してください。

既に「申請なしの支給」な

どにより給付金を受けてい

る場合、また、市町村から

給付金の申込書を受け取

り、支給を待っている場合、

対象となった児童の氏名

を記入してください。

（注）表Ｂに記入された児

童は、今回の給付金の対

象とはなりません。

今回の給付金の対象児

童数は、「表Ａ」に記入し

た児童の人数を記入して

ください。

申請額・請求額は、

「対象児童数×５万円」

で計算してください。

受取方法は、原則として「ア」又は「イ」に✔を記入してください。

「ア」を選択する場合で、マイナポータル等から公金受取口座の登録が済んでいない方は、最終ページのQR

コードより口座の登録をしてください。

「イ」を選択する場合は、金融機関の口座情報を記入した上で、振込先金融機関口座確認書類（通帳の写し等）

を添付してください。

受取方法「ウ」は、金融機関の口座がない方、金融機関から著しく離れた場所に住んでいる方などに限られます。



【家計急変者用】
申請書 記載要領

誓約・同意事項をよくご

確認の上、全ての項目

に✔を記入していること

を確認してください。

申請に必要な提出書類

を確認し、漏れがない

よう提出してください。

本欄は公務員の方の

み使用します。

公務員以外の方は記

入不要です。

公務員の方は、申請

書に必要事項を記入

の上、所属庁に提出

し、証明記載を受けて

ください。





【家計急変者用】
簡易な収入見込額の申立書 記載要領

年 月

円

円

円

円

円

年 月 （※基本的に②申請者と同じ「年月」としてください）

円

円

円

円

円

円

＜早見表＞

 ④　③-１(申請者)の年間収入見込額が③-２(配偶者等)より高いことを確認して、申請者について限度額を記入してください。

   　非課税相当収入限度額

※ ③-１(申請者)の年間収入見込額が③-２(配偶者等)より高いことを確認して、申請者について非課税相当収入限度額を記入してください。

※ 限度額は、下の早見表から、申請者の申請時点の「世帯の人数」にあてはまる金額を記入してください。

※ 申請者が申請時点で、障害者、未成年者、寡婦、ひとり親の場合は、非課税収入限度額は２０４．３万円としてください。

※ 給与収入、事業収入等、いずれの収入についても以下の早見表を利用してください。

792,000

2,057,000

年間収入見込額（配偶者等）

※青枠の収入額の合計額をご記入ください。

※複数の職に就いている方は、全ての収入について記入してください。

※上記以外の収入については記入不要です。

 ③-2　配偶者等の収入合計額を12倍した金額をご記入ください。

66,000

（次ページに続きます）

世帯の人数（注） 非課税相当収入限度額

(注)世帯人数は、以下の合計人数です。

・申請者本人

・同一生計配偶者（収入金額１０３万円以下の者）

・扶養親族（16歳未満の者も含む）

　　　 ２人　（例）夫(婦)子１人 １５６．０万円

３人　（例）夫婦子１人 ２０５．７万円

４人　（例）夫婦子２人 ２５５．７万円

５人　（例）夫婦子３人 ３０５．７万円

６人　（例）夫婦子４人 ３５５．７万円

→【要件２】申請者について、③-１ 年間収入見込額が　④非課税相当収入限度額以下であること。
　　※表面の【要件２】を満たさない場合でも、「簡易な所得見込額申立書」（水色）の要件を満たすことにより支給の対象となる場合があります。

収入合計額【A + B + C】

収入合計額【A + B + C】 ※青枠の収入額の合計額をご記入ください。

※複数の職に就いている方は、全ての収入について記入してください。

※上記以外の収入については記入不要です。

165,000

収
入

給与収入【A】
※給与収入がある場合にご記入ください。

※給与明細書などの収入額が分かる書類をご提出ください。

事業収入又は不動産収入【B】
※事業収入又は不動産収入がある場合にご記入ください。

※帳簿などの収入額が分かる書類をご提出ください。

年金収入【C】
※公的年金収入（非課税除く）がある場合にご記入ください。

※年金決定通知書、年金額改定通知書、年金振込通知書

　などの支給額がわかる書類をご提出ください。

66,000

令和 ○ ○

1,980,000

 ②-2　配偶者等の令和●年●月以降の任意の月の収入（１か月）の内訳及びその合計額をご記入ください。

注意事項

簡易な収入見込額の申立書
【家計急変者】

〇「低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給付金（ひとり親世帯以外分）申請書」と一緒にご提出ください。

〇 下記にある【要件１】及び【要件２】の両方を満たす場合に支給の対象となります。

 ①　下記にチェック（☑）してください。

　　□ 食費等の物価高騰の影響により、家計が急変しました。

 ③-1　申請者の収入合計額を12倍した金額をご記入ください。

年間収入見込額（申請者）

年金収入【C】

→【要件１】①にチェックが入っていること。

※申請者（③-１、③-２で収入が高い方）が食費等の物価高騰の影響で、家計が急変した場合にチェックしてください。

 ②-1　申請者の令和５年１月以降の任意の月の収入（１か月）の内訳及びその合計額をご記入ください。

注意事項

収
入

給与収入【A】
※給与収入がある場合にご記入ください。

※給与明細書などの収入額が分かる書類をご提出ください。

事業収入又は不動産収入【B】
※事業収入又は不動産収入がある場合にご記入ください。

※帳簿などの収入額が分かる書類をご提出ください。

※公的年金収入（非課税除く）がある場合にご記入ください。

※年金決定通知書、年金額改定通知書、年金振込通知書

　などの支給額がわかる書類をご提出ください。

165,000

○令和 ○

ひとり親世帯以外用
様式第４号（第７条関係）

×１２

×１２

 

 

記入例

（生活保護基準の級地区分1級地の場合の例）

★各自治体の級別金額に修正してください

③－１（申請者）と③－２（配偶者等）を比べ、③－１（申請者）の

方が高いことを確認してください。（今回の給付金は収入金額が高い

方を申請者としております。）

申請者について、早見表を使って、申請時点の世帯の状況から限度額

を確認して、金額を記入してください。

最後に、③－１（申請者の年間収

入見込額）と④（申請者の限度

額）を比べ、③－１の方が低い

（＝非課税相当である）ことを確

認してください。

記入要領の例

申請者は③－１に、配

偶者等は③－２に、任

意の１月の収入合計額

（A＋B＋C）を１２

倍した年間収入見込額

を記入してください。

申請者は②－１に、配

偶者等は②－２に、

令和５年１月以降の任

意の１月の収入を記入

してください。また、

金額が確認できる書類

（給与明細書、事業収

入の帳簿など）を提出

してください。

収入は、給与収入、事

業収入、不動産収入、

年金収入のみを記入す

ることとし、それ以外

の収入は記入する必要

ありません。

また、非課税のもの、

臨時的なもの（賞与

等）は各収入には含め

ません。

申請者（児童を養育す

る方のうち、年間収入

見込額の高い方）につ

いて、家計の急変が食

費等の物価高騰の影響

である場合✔を記入し

てください。

家計の急変が食費等の

物価高騰の影響ではな

い場合、本給付金の対

象とはなりません。

なお、※は、例えば、

③-１と③-２の収入比

較の結果、令和４年度

分の市町村民税均等割

が課税のため給付金の

支給対象とならなかっ

た児童手当の受給者の

方が収入が低く、その

配偶者等の方が収入が

高いため「申請者」と

なる場合は、児童手当

の受給者（この申立書

では申請者ではなく配

偶者等となる）のみが

食費等の物価高騰の影

響により家計が急変し

ていても「要件１」に

該当することとなりま

す。



【家計急変者用】
簡易な収入見込額の申立書 記載要領

確認事項を全てご確

認の上、全ての項目

に✔を記入してくだ

さい。

また、申請者および

配偶者等の氏名を記

入（署名）してくだ

さい。



【家計急変者用】
簡易な所得見込額の申立書 記載要領

年 月

円

円

円

円

円

年 月 （※基本的に②申請者と同じ「年月」としてください）

円

円

円

円

円

（参考：非課税相当収入限度額）

＜早見表＞

世帯の人数（注） 非課税相当収入限度額

(注)世帯人数は、以下の合計人数です。

・申請者本人

・同一生計配偶者（収入金額１０３万円以下の者）

・扶養親族（16歳未満の者も含む）

　　　 ２人　（例）夫(婦)子１人 １５６．０万円

３人　（例）夫婦子１人 ２０５．７万円

４人　（例）夫婦子２人 ２５５．７万円

５人　（例）夫婦子３人 ３０５．７万円

６人　（例）夫婦子４人 ３５５．７万円

令和 ○ ○

令和 ○ ○

175,000

175,000

2,100,000

80,000

80,000

960,000

収入合計額
【A + B + C】

※青枠の収入額の合計額をご記入ください。

※複数の職に就いている方は、全ての収入について記入してください。

※上記以外の収入については記載不要です。

 ③-2　配偶者等の収入合計額を12倍した金額をご記入ください。

年間収入見込額（配偶者等）

（次ページに続きます）

 ②-2　配偶者等の令和５年１月以降の任意の月の収入（１か月）の内訳及びその合計額をご記入ください。

注意事項

収
入

給与収入【A】
※給与収入がある場合にご記入ください。

※給与明細書などの収入額が分かる書類をご提出ください。

事業収入又は不動産収入【B】
※事業収入又は不動産収入がある場合にご記入ください。

※帳簿などの収入額が分かる書類をご提出ください。

年金収入【C】
※公的年金収入（非課税除く）がある場合にご記入ください

※年金決定通知書、年金額改定通知書、年金振込通知書

　などの支給額がわかる書類をご提出ください。

収入合計額
【A + B + C】

※青枠の収入額の合計額をご記入ください。

※複数の職に就いている方は、全ての収入について記入してください。

※上記以外の収入については記載不要です。

 ③-1　申請者の収入合計額を12倍した金額をご記入ください。

年間収入見込額（申請者）

注意事項

収
入

給与収入【A】
※給与収入がある場合にご記入ください。

※給与明細書などの収入額が分かる書類をご提出ください。

事業収入又は不動産収入【B】
※事業収入又は不動産収入がある場合にご記入ください。

※帳簿などの収入額が分かる書類をご提出ください。

年金収入【C】
※公的年金収入（非課税除く）がある場合にご記入ください

※年金決定通知書、年金額改定通知書、年金振込通知書

　などの支給額がわかる書類をご提出ください。

簡易な所得見込額の申立書
【家計急変者】

〇「低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給付金（ひとり親世帯以外分）申請書」と一緒にご提出ください。

〇 下記にある【要件１】及び【要件２】の両方を満たす場合に支給の対象となります。

 ①　下記にチェック（☑）してください。

　　□ 食費等の物価高騰の影響により、家計が急変しました。

→【要件１】①にチェックが入っていること。

※申請者（（５）で所得が高い方）が食費等の物価高騰の影響で、家計が急変した場合にチェックしてください。

 ②-1　申請者の令和５年１月以降の任意の月の収入（１か月）の内訳及びその合計額をご記入ください。

様式第４号（第７条関係）

×１２

ひとり親世帯以外用

×１２

 

記入例

 
（生活保護基準の級地区分1級地の場合の例）

★各自治体の級別金額に修正してください

申請者（児童を養育する

方のうち、年間所得見込

額の高い方）について、

家計の急変が食費等の物

価高騰の影響である場合

✔を記入してください。

家計の急変が食費等の物

価高騰の影響とは関係が

ない場合、本給付金の対

象とはなりません。

なお、※は、例えば、次

ページ（５）の所得比較

の結果、令和４年度分の

市町村民税均等割が課税

のため給付金の支給対象

とならなかった児童手当

の受給者の方が所得が低

く、その配偶者等の方が

所得が高いため「申請

者」となる場合は、児童

手当の受給者（この申立

書では申請者ではなく配

偶者等となる）のみが食

費等の物価高騰の影響に

より家計が急変していて

も「要件１」に該当する

こととなります。

申請者は②－１に、配偶

者等は②－２に、令和５

年１月以降の任意の１月

の収入を記入してくださ

い。また、金額が確認で

きる書類（給与明細書、

事業収入の帳簿など）を

提出してください。

収入は、給与収入、事業

収入、不動産収入、年金

収入のみを記入すること

とし、それ以外の収入は

記入する必要ありません。

また、非課税のもの、臨

時的なもの（賞与、給付

金等）は各収入には含め

ません。

申請者は③－１に、配偶

者等は③－２に、任意の

１月の収入合計額（A＋B

＋C）を１２倍した年間

収入見込額を記入してく

ださい。

記入要領の例



【家計急変者用】
簡易な所得見込額の申立書 記載要領

申請者は前のページの③

－１の金額を、配偶者等

は③－２の金額を記入し

てください。

前のページの②－１で

「給与収入」を記入した

申請者は、給与収入の金

額から給与所得控除額を

計算して記入してくださ

い。給与控除額は、給与

収入の金額にあてはまる

ものを右の①～④から選

び、計算してください。

②－２で「給与収入」を

記入した配偶者等も同様

に給与所得控除額を記入

してください。

前のページの②－１で

「事業収入、不動産収

入」を記入した申請者は、

当該事業収入、不動産収

入にかかる必要経費の見

込額（１２か月分）を記

入してください。

また、当該経費が確認で

きる書類（帳簿等）を提

出してください。

②－２で「事業収入、不

動産収入」を記入した配

偶者等も同様に必要経費

の見込額を記入してくだ

さい。

前のページの②－１で

「年金収入」を記入した

申請者は、年金収入の金

額から公的年金等控除額

を計算して記入してくだ

さい。公的年金等控除額

は、年金収入の金額にあ

てはまるものを選び、計

算してください。

②－２で「年金収入」を

記入した配偶者等も同様

に公的年金等控除額を記

入してください。

申請者と配偶者それぞれ

について、年間所得見込

額を記入して、申請者の

方が高いことを確認して

ください。（所得金額が

高い方を申請者としてく

ださい。）

申請者について、早見表を使って、申請時点

の世帯の状況から限度額を確認して、金額を

記入してください。

最後に、（５）申請者の年間所得見込額と

（６）申請者の限度額を比べ、（５）の金

額の方が低い（＝非課税相当である）こと

を確認してください。


